
情報の高度化を進める背景

• 交通政策審議会気象分科会提言「2030年提言」及びその補強

資料4
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2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方（提言）

平成30年8月20日交通政策審議会気象分科会

• 「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」（平成30年8月）において、1週間から数か月
先の情報の高度化の必要性が提言された。

2週間先までの顕著現象の予測情報について、
暴風や大雪等の社会的に影響の大きい顕著
な気象現象を、各都道府県をいくつかに分割
した区域ごとに精度よく予測する。

1か月先までの予測情報について、
熱波、寒波等による極端な高温、低温の発生
する可能性を週ごとに予測、提供する。

3か月先の顕著な高温低温の予測精度を
現在の1か月予報と同程度にまで改善する。
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「2030年の科学技術を見据えた 気象業務のあり方」の補強

2週間から1か月先までの期間に対する
予報の予測精度向上と現象の時間スケール
に応じた情報提供体系の構築、
及び数十年先までの近未来の予測情報の
新規提供のほか、
多くの分野で関心の高い大雨や大雪等の顕
著な現象に関する情報の充実を図る。

令和7年6月27日交通政策審議会気象分科会

• 「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」の補強（令和7年6月）において、
「2030年提言」後の新たな社会動向や利用者のニーズの変化を踏まえ、2030年のみならず
更にその先を見据えて、気象庁が発表する情報の高度化を図ることが提言された。


